
公益社団法人 日本歯科医師会 

令和２年度制度・予算に関する 
重点要望項目 

 厚生労働省関係 
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１ 地域包括ケアにおける歯科保健医療の充実            P３ 

２ 厚生労働省「歯科口腔保健推進室」を中心とした歯科
保健事業の展開 

P４ 

３ 歯科衛生士及び歯科技工士の人材確保及び養成校へ
の支援の充実 

P５ 

４ 災害時の歯科医療救護活動に従事する歯科医療職種
の人材育成事業の拡充 

P６ 
 

適切な歯科医療提供体制を構築し、国民の健康増進及
び健康寿命の延伸を図るため、以下を要望します 

2 



１.地域包括ケアにおける歯科保健医療の充実 

（１） 地域包括ケアシステムにおいて歯科医療・口腔健
康管理が切れ目無く提供できるよう、地域医療を
支える病院に歯科医師を配置する 

（２） 
 

歯科医師及び歯科衛生士の雇用を促進するため
の予算措置 
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２.厚生労働省「歯科口腔保健推進室」を中心とし 
 た歯科保健事業の展開 

（１） 室の目的に沿い、関係省庁、関係部局との横断的
な連携と地域行政との連携のもとで、歯科保健事
業を拡充すること 

（２） 特に継続している生涯に亘る歯科健康診査推進
等事業で得られたデータの整理、活用による歯科
健診の更なる推進を図ること 

（３） 
 

都道府県、政令市等に設置された「口腔保健支援
センター」のネットワークを構築し、好事例の横展
開等を推進するための予算措置を講ずること 
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３.歯科衛生士及び歯科技工士の人材確保及び 
 養成校への支援の充実 

（１） 養成校の定員割れによる廃校が起きてることから、
養成校への補助金の緊急支援 

（２） 
 

地域歯科保健医療の担い手である、歯科衛生士
及び歯科技工士の人材確保のために、看護師な
みの養成支援事業及び登録制度を新設する 

（３） 復職支援事業等を促進するための予算措置 
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４.災害時の歯科医療救護活動に従事する歯科 
 医療職種の人材育成事業の拡充 

（１） 厚労省「災害医療チーム等養成支援事業」をさら
に拡充し、被災地における歯科保健医療の確保及
び復旧のための体制を全国で整備すること 

（２） 
 

予想される大規模災害に備え、上記養成支援事業
の受講者の全国ネットワークを構築する予算措置
を講ずること 
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住まい 

歯科診療所 

病院 
（歯科配置有） 

慢性期病院 

回復期病院 

地域 

歯科医師会 
介護施設 

地域包括ケアシステムと歯科の役割 

病院 
（歯科配置無） 

医科診療所 
地域包括支援 

センター 

市町区医療 

介護連携窓口 

在宅歯科医療 

患者の移動 

連携 

情報・支援 

在宅に特化した 

歯科の診診連携 

●病院、行政、推進
室 

 等との連携 

●歯科医療機関の 

 統轄、情報提供 

●研修事業等の推進 

 

 

●歯科医師会との連携 

●かかりつけ歯科医へ 

 の情報提供・支援 

●周術期口腔機能管理 

医科歯科連携 

多職種連携 

在宅歯科医療 

推進室 

地域総合相談 

支援 
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参考 
資料 
１－① 



住まい 

歯科診療所 

病院 
（歯科配置有） 

慢性期病院 

回復期病院 

地域 

歯科医師会 
介護施設 

地域包括ケアシステムと歯科の課題 

病院 
（歯科配置無） 

医科診療所 
地域包括支援 

センター 

市町区医療 

介護連携窓口 

在宅歯科医療 

推進室 

課題・要請 

●歯科医師会 

 機能強化 

●研修と連携 

 の推進と 

 要件化 
●特に歯科無し 

 病院との連 

 携推進 課題・要請 

●周術期口腔機 

 能管理の充実 

●病院の歯科医 

 師配置推進 

●退院時カンファ 

 ランス等への
歯科の参画推進 

課題・要請 

●デイサービス 

 への訪問診療 

課題・要請 

●病診の情報 

 提供の更な 

 る充実評価 

課題・要請 

●在宅における 

 歯科の診診 

 連携の構築 課題・要請 

●支援センター 

 への歯科医 

 療機関衛生 

 士の参画 

地域総合相談 

支援 

 

参考 
資料 
１－② 



歯科医師数割合、主たる業務の種別、年次推移 
      （H28医師・歯科医師・薬剤師調査より） 

12.1 12.3 12.5 12.7 12.2 12.1 12.2 11.8 

64.3 60.4 62.9 62.6 61.5 59.9 58.3 56.9 

20.9  24.9  22.1  22.0  23.6  25.2  26.7  28.4  

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

   63  ('88)     4  ('92)     8  ('96)    12  (2000)    16  ('04)    20  ('08)    24  ('12)   28 ('16) 

病院従事者 診療所開設者 診療所勤務者 その他（行政等） 

診療所開設者割合は減少し、診療所勤務者割合が増加している。 

参考 
資料 
１－③ 



20.1 

10.5 

29.8 

39.6 

歯科のない病院との連携状況 

100% 50％以上 50％未満 なし 

（％） 

63.2 
20.6 

6.7 
9.5 

歯科のある病院との連携状況 

100% 50％以上 50％未満 なし 

（％） 

23.6 

71.7 

4.0 0.7 

あり なし その他 無回答 

（％） 

郡市区歯科医師会
からみた病院 
との連携 

病院からみた 

郡市区歯科医師会
との連携 

地域歯科医師会と病院との連携状況 【両調査より抜粋】 

歯科のある病院 歯科のない病院 

・歯科標榜の有無により、地域歯科医師会との連携に差がある。 
→歯科のない病院と地域歯科医師会との連携推進は課題。 

64.6 

28.9 

5.9 0.6 

あり なし 今後検討 無回答 

参考 
資料 
１－④ 



■生涯に亘る歯科健診の充実～現在の歯科健診の制度 

乳幼児等 児童生徒等 ～３９歳 ４０～７４歳 ７５歳～ 

乳幼児歯科
健診 

母子保健法 

義務 

学校歯科健診 

学校保健安全法 

義務 

歯科健診 

各法（健康保険法・国民健康保険法等） 

努力義務 

特定健診 

高齢者医療確保法 

義務だが歯科は無し 

歯周病健診 
（70歳まで節目） 

健康増進法 

努力義務 

歯科健診 

高齢者医療確保法 

努力義務 

骨太の方針にも「生涯を通じた歯科健診の充実」とされている
一方、歯科健診が義務化されているのは乳幼児から児童・生徒
までであり、制度的に不十分である。 

参考 
資料 
２－① 



すぐにでも再就職したい 条件が合えば再就職したい そのつもりはない わからない 

２０～２４歳 ２３．７％ ４２．１％ １３．２％ １８．４％ 

２５～２９歳 ７．７％ ７０．８％ ６．２％ １３．８％ 

３０～３４歳 ７．９％ ７４．６％ － １４．０％ 

３５～３９歳 ４．４％ ６７．２％ １０．２％ １８．２％ 

４０～４４歳 ８．５％ ５９．３％ ７．６％ ２２．９％ 

４５～４９歳 ５．７％ ４４．３％ ２４．４％ ２５．０％ 

５０～５４歳 － ３３．１％ ３４．５％ ２７．７％ 

５５歳以上 － １８．２％ ６０．９％ １７．６％ 

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

すぐにでも再就職したい 

条件が合えば再就職したい 

そのつもりはない 

わからない 

無回答 

  日本歯科衛生士会による歯科衛生士の実態調査報告 
（平成26年10月・抜粋） 

 

非就業歯科衛生士の再就職の意向 

参考 
資料 
３ー① 



●看護師等の人材確保促進に関する法律 

（目的） 

第一条 この法律は、我が国における急速な高齢化の進展及び保健医療を取り巻く環境の変化等に
伴い、看護師等の確保の重要性が著しく増大していることにかんがみ、看護師等の確保を促進す
るための措置に関する基本指針を定めるとともに、看護師等の養成、処遇の改善、資質の向上、
就業の促進等を、看護に対する国民の関心と理解を深めることに配慮しつつ図るための措置を講
ずることにより、病院等、看護を受ける者の居宅等看護が提供される場所に、高度な専門知識と
技能を有する看護師等を確保し、もって国民の保健医療の向上に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「看護師等」とは、保健師、助産師、看護師 及び准看護師をいう。 

ここに「歯科衛生士」を入れられないか。 

出典元：（公社）日本看護協会「平成24年 中央ナースセンター事業の実施内容」を一部改編し掲載。 

【参考】「看護師等の人材確保促進に関する法律」による看護職員確保対策の体制 

参考 
資料 
３ー② 



   非就業歯科衛生士の復職支援のための 
      人材登録及びマッチングシステム（イメージ図） 

求人 
情報 

届出者 
情報 

求職者 
情報 自動マッチング 

マッチング・進捗確認 

直接応募 

仲介 

歯科衛生士 
（未就業者） 

厚生労働省 

アンケート 

歯科衛生士 
（就業者） 

日本歯科医師会 
（都道府県歯科医師会） 
（日本歯科衛生士会） 

求職者 

求人施設 

研修 

仲介 

求職者相談 

参考 
資料 
３ー③ 



外部統括支援活動  
コ－ディネーター 

近隣郡市区 
歯科医師会 

歯科医育機関（歯科大学） 
地域基幹病院 歯科口腔外科 
医学部 歯科口腔外科 
歯科衛生士教育機関 

災害対策本部 

現地支援活動 
コーディネーター 

歯科医療支援活動 
現地本部 

日本歯科医師会 

都道府県行政 

県歯科衛生士会 
県歯科技工士会 
歯科用品商協同
組合 

被災県 
歯科医師会 

被災市区町村
災害対策本部 

災害医療 
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

歯科保健医療 
支援活動 

都道府県 
歯科医師会 

現地災害歯科コーディネーター（外部統括支援活動／
現地支援活動)間の役割分担と連携（一例） 

この２つの総称を「現
地災害歯科 

コーディネーター」と規
定する 

都道府県 
レベル 

市町村 
レベル 

保健医療調整本部 

災害医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

圏域 
保健所 

連携・調整 
情報収集・分析 

〈「災害歯科保健医療連絡協議会」行動指針 （平成29年12月第一版） 〉 

参考 
資料 
４ー① 
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